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図表1-2 地方公共団体の文化政策・文化振興に求められる役割・機能からみた文化振興財団の役割と方向性 

 
 

財団 

① 文化政策、文化振興計画等の策定 ◎ ○（提案）  ○（提案）    ○（提案） ◎ 

· 財政悪化に伴う効率的な施策・予算執行へのシフト 
· 市町村合併の進展（2008年11月1日には1,785） 
· 地方分権改革推進法、道州制の議論の本格化 
· 独立行政法人制度、地方独立行政法人制度の導入 
· 指定管理者制度、市場化テスト法の導入 
· 公益法人制度改革の進展 
· NPOの急増（アートNPO数：2,000件） 
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行政を取り巻く環境変化と文化政策・文化振興財団の課題 

· 「心の豊かさ」への希求（2006年調査、62.9%） 
· 「文化力」による芸術文化の幅広い行政効果 
· アウトリーチの定着に伴う、教育、福祉等の分野における

芸術文化の役割の増大 
· 文化施設運営等に伴う経済波及効果 
· クリエイティブシティのコンセプトに基づいた政策の展開 
· 創造的産業における芸術文化の役割増大 
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○ 不明確な文化政策の目標 
· 文化振興の政策目標、総合計画での位置づけが不明確 

○ 効率性の偏重 
· 厳しい財政状況を背景にした効率性への偏重 

○ 文化予算の急激な削減 
· ピーク時の半分以下、2004から05年度には1,000億円超

の減少 

○ 文化行政組織における専門性の不足 
· 指定管理者制度の導入によって従来以上に求められる

専門性 
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○ 個々の文化施設の運営・事業を対象にした制度の影響 
· 個々の文化施設と直接的には関係のない文化振興に関

する施策や事業の位置づけが曖昧に 
· 都道府県など広域文化行政への取り組みの希薄化 
· 複数の文化施設を連携した総合的文化振興の停滞 

○ 有期限というしくみのもたらす影響 
· 長期的なビジョンに基づいた継続的な文化振興への

取り組みが停滞する恐れ 
· 専門的な人材の雇用・育成が困難に 

○ 公募における公平性・透明性確保の影響 
· 派遣職員の急激な引き上げによって、財団に蓄積され

たノウハウやネットワークが失われる恐れ 
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文化政策・文化振興に求められる役割・機能 

· 地方公共団体の文化振興全般で中心的な役割を担う文化振興財団 
· 都道府県や政令市など、複数の文化施設を連携させて総合的な文化振興を図る場合

には、選択肢のひとつ 
· 文化政策や文化振興計画についても文化振興財団が地方公共団体に積極的に提案 
· 財団の専門性や蓄積を活かせる反面、財団の独断専行に陥る恐れがあるため、地方

公共団体は適切な評価を行える体制を整えることが肝要 
· 文化施設以外の業務について、指定管理業務に含めるかどうか検討が必要 
· 長期的な視点から、指定管理者として非公募（指名）による指定も視野に入れるべき 

· 文化施設の指定管理業務に加え、調査研究や中間支援業務などを行い、地方公共団

体の文化振興を側面支援する財団法人 
· 都道府県などの広域的な文化行政にはⒶもしくはこのタイプが望ましい 
· 文化施設の指定管理以外の業務は、文化政策に基づき地方公共団体が明確に提示 
· 文化施設以外の業務について、指定管理業務に含めるかどうか検討が必要 

· 文化施設の指定管理業務（文化施設における事業を含む）を専従的に行う財団法人 
· 調査研究や中間支援業務などは地方公共団体が担う必要がある 

担い手としての適性 

地団 指定 地団：地方公共団体、指定：文化振興財団以外の指定管理者→ 

文化振興財団の類型と役割・機能 
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③ 文化振興に関する中間支援機能 ◎ ◎ ○ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ 

② 調査研究（シンクタンク機能） ◎ ◎  ◎ ○  ○ ◎ ◎ 

④ 公立文化施設の運営管理、事業の企画・実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ 

⑤ （文化施設以外の）文化振興施策、事業の企画・実施 ◎ ◎  ◎   ◎  ◎ 

⑥ 文化政策・文化施設の評価と説明責任 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ 

· 文化施設の指定管理業務は行わず、独自の事業や中間支援業務などを行う財団法人 
· 指定管理制度に束縛されない柔軟性は確保できるが、運営施設がないことによる事業

実施上の制約が生じる（文化施設の指定管理者は別途選定する必要がある） 

Ⓐ 総合的文化振興財団 

Ⓑ 文化振興支援・指定管理型財団 

Ⓒ 指定管理型財団 

Ⓓ 文化事業特化型財団 

Ⓓ 

· 文化施設の運営管理は行わないが、文化政策や文化振興に関する専門機関として、

ノウハウやネットワークを蓄積し、地域版のアーツカウンシル的な役割を担う財団法人 
· 地方公共団体や指定管理者との役割分担について十分な検討を行う必要がある 

Ⓔ 地域アーツカウンシル型財団 
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